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民生産建常任委員会     

委員長  小川 庄策    

 

委 員 会 中 間 報 告 書 

 

本委員会において調査中の事件について、丹波市議会会議規則（平成16年丹波

市議会規則第３号）第45条第２項の規定により中間報告します。 

 

  



１ 調査事項 

  要望第９号 児童福祉サービス利用手続きの適正化及び運用実態の調査に

関する要望書 

 

 

２ 調査の目的 

 「丹波市における児童発達支援サービスの利用に関する窓口運用について、看

過し難い事態が生じているので、議会として行政に是正を促していただくとと

もに、その実態を調査していただきたい」との要望により調査する。 

 

 

３ 調査の経過 

（１） 令和８年９月４日  

「児童福祉サービス利用手続きの適正化及び運用実態の調査に関する要

望書」を所管事務調査として決定する。 

（２） 令和８年９月14日  

要望者より、要望書の願意等について聞き取り調査を実施する。 

（３） 令和８年９月24日 

市当局への聞き取りに際し事前質問について委員間協議を行う。 

（４） 令和８年９月25日 

市当局から「児童福祉サービス利用手続きの適正化及び運用実態の調査に

関する要望書」について聞き取り調査を実施する。 

（５） 令和８年９月28日 

中間報告書（案）を協議・確認する。 

（６） 令和８年９月30日 

中間報告書を提出する。 

 

 

４ 調査の結果 

療育を必要とする乳幼児期は、生涯にわたる人間形成にとって極めて重要

な時期であり、早期に療育につながることで自尊心や主体性が育つ。また、

療育につながることで、本人のみならず家族が包括的に支援され、地域で安

心して暮らすことができる基盤が作られることから、現時点で早急に対応が

必要な事項について、中間調査結果を報告する。 

市内の相談支援事業所の相談体制は逼迫しており、その状況によっては直

ちに相談に着手できないケースがあることを確認した。障害児支援利用計画

（案）の作成なしでは受給者証の交付申請に至らないため、相談支援事業所
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の体制強化について、一刻も早く必要な措置を講じること。 

また、対応策等については議会への報告を求める。 

 

上記以外の状況については、引き続き調査していくこととする。 
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